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広大地に該当するかどうかの悩みを解決します！

税理士・会計事務所のための広大地評価専門サイト
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沖田不動産鑑定士・税理士事務所
www.kodaichi.com/

相談無料 　0120-441-108

Ｑ
．
租
税
教
育
に
熱
心
に
取

り
組
ん
で
い
る
そ
う
で
す
ね
。

近
藤　

税
に
つ
い
て
学
ん
で

い
た
だ
く
「
租
税
教
育
」
は
、

非
常
に
重
要
な
も
の
で
あ
る

と
認
識
し
て
お
り
ま
す
が
、

管
轄
内
の
税
務
関
連
団
体
の

皆
さ
ま
が
熱
心
に
取
り
組
ん

で
く
だ
さ
っ
て
い
ま
す
。
現

在
板
橋
区
に
は
小
学
校
が
54

校
、
中
学
校
が
29
校
あ
り
ま

す
が
、
昨
年
だ
け
で
う
ち
小

中
学
校
18
校
の
１
３
１
５
人

の
児
童
生
徒
に
対
し
て
租
税

教
育
を
行
い
ま
し
た
。

こ
れ
に
主
に
取
り
組
ん
で

く
だ
さ
っ
て
い
る
の
が
、
税

理
士
の
先
生
方
で
す
。
税
の

専
門
家
だ
け
に
、
子
ど
も
に

対
し
て
「
税
の
役
割
」
を
教

え
る
租
税
教
育
の
講
師
役
と

し
て
は
最
適
で
、「
自
分
が

育
っ
た
街
だ
か
ら
」
と
積
極

的
に
臨
ん
で
く
だ
さ
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
も
、
板
橋
と
い

う
地
域
に
愛
着
を
も
っ
た
人

が
多
い
か
ら
こ
そ
で
は
な
い

か
と
思
っ
て
い
ま
す
。

Ｑ
．
署
長
と
し
て
気
を
付
け

て
い
る
こ
と
は
あ
り
ま
す

か
？

近
藤　

署
員
は
、
国
民
の
皆

さ
ま
の
税
を
徴
収
す
る
と
い

う
非
常
に
責
任
の
重
い
仕
事

を
し
て
い
る
た
め
、
署
員
の

健
康
管
理
や
ス
ト
レ
ス
管
理

に
は
気
を
配
る
よ
う
に
し
て

い
ま
す
。

ま
た
、
地
域
の
納
税
者
の

皆
さ
ま
に
対
し
て
誠
実
な
対

応
を
行
え
る
よ
う
、
常
々
心

が
け
て
お
り
ま
す
。

わ
た
し
自
身
は
、
趣
味
の

ウ
オ
ー
キ
ン
グ
で
ス
ト
レ
ス

発
散
を
し
て
い
ま
す
。
ウ

オ
ー
キ
ン
グ
は
四
季
や
街
の

様
子
の
変
化
な
ど
を
敏
感
に

感
じ
ら
れ
ま
す
し
、
い
ろ
い

ろ
と
考
え
な
が
ら
歩
く
と
考

え
が
ま
と
ま
っ
て
い
い
ん
で

す
よ
。
オ
ス
ス
メ
で
す
。

Ｑ
．
国
税
職
員
と
し
て
の
生

活
の
中
で
印
象
に
残
っ
て
い

る
こ
と
を
教
え
て
く
だ
さ

い
。

近
藤　

わ
た
し
は
数
年
前
に

北
海
道
の
浦
河
税
務
署
の
署

長
を
し
て
い
ま
し
た
。
同
署

の
管
轄
は
北
海
道
の
太
平
洋

側
ほ
と
ん
ど
で
あ
り
、
競
走

馬
の
産
地
と
し
て
有
名
な
地

域
で
も
あ
り
ま
す
。

牧
場
な
ど
へ
お
伺
い
し
た

際
に
、「
納
税
の
た
め
に
き

ち
ん
と
納
税
計
画
を
立
て
ま

し
た
」
と
い
っ
て
、
計
画
書

を
見
せ
て
も
ら
っ
た
こ
と
が

あ
り
ま
し
た
。
３
６
５
日
24

時
間
休
み
が
な
い
と
い
う
大

変
な
仕
事
を
し
て
い
る
中

で
、
納
税
は
国
の
た
め
に
必

要
な
こ
と
だ
か
ら
と
認
識
し

て
い
て
く
だ
さ
る
こ
と
に
、

非
常
に
感
銘
を
受
け
ま
し

た
。そ

う
い
っ
た
納
税
者
の
方

の
気
持
ち
を
忘
れ
ず
に
、
浦

河
は
浦
河
、
板
橋
は
板
橋
の

個
性
と
い
う
も
の
を
考
え
な

が
ら
税
務
行
政
を
行
っ
て
い

こ
う
と
思
っ
て
い
ま
す
。

を
、
管
理
運
営
部
門
と
い
う

１
つ
の
窓
口
で
対
応
す
る
と

い
う
も
の
で
す
。
な
の
で
、

た
と
え
ば
商
店
を
経
営
さ
れ

て
い
る
方
が
お
店
の
法
人
税

の
税
務
と
自
分
の
所
得
税
の

税
務
を
両
方
相
談
し
た
い
と

い
っ
た
と
き
に
、
１
つ
の
部

署
で
相
談
に
乗
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

Ｑ
．
と
こ
ろ
で
、
板
橋
署
に

は
「
女
性
だ
け
で
構
成
さ
れ

た
部
門
」
が
あ
っ
た
と
聞
い

て
お
り
ま
す
が
。

近
藤　
「
女
性
だ
け
で
構
成

さ
れ
た
部
門
」
と
い
う
も
の

が
、
昨
年
初
め
て
つ
く
ら
れ

ま
し
た
。

育
児
と
仕
事
の
両
立
と
い

う
の
は
行
政
に
お
い
て
も
常

に
重
要
な
テ
ー
マ
で
あ
り
、

工
夫
と
改
善
を
重
ね
て
き
て

お
り
ま
す
。

彼
女
た
ち
は
個
人
課
税

部
門
に
配
属
さ
れ
て
お
り
、

日
々
調
査
の
仕
事
な
ど
に
い

そ
し
ん
で
い
ま
す
。
担
当
者

の
意
見
な
ど
を
聞
き
な
が

ら
、
よ
り
よ
い
部
署
に
な
る

よ
う
努
力
し
て
い
る
と
こ
ろ

で
す
。

Ｑ
．
さ
ま
ざ
ま
な
施
策
に
取

り
組
ま
れ
て
い
る
ん
で
す

ね
。
そ
ん
な
板
橋
署
が
管
轄

す
る
地
域
に
つ
い
て
教
え
て

く
だ
さ
い
。

近
藤　

板
橋
署
は
、
東
京
都

23
区
の
北
西
部
に
位
置
す
る

板
橋
区
全
域
を
管
轄
と
し
て

い
ま
す
。
中
山
道
、
川
越
街

道
と
い
う
歴
史
あ
る
２
つ
の

旧
街
道
が
通
る
街
で
す
。
そ

の
２
本
の
道
は
い
ま
で
も
重

要
な
交
通
の
要
で
あ
り
、
ま

た
環
状
６
号
線
、
７
号
線
、

８
号
線
も
通
っ
て
い
る
な

ど
、
非
常
に
交
通
の
便
が
発

達
し
た
要
所
で
す
。

旧
街
道
が
２
つ
通
っ
て
い

る
関
係
で
江
戸
時
代
か
ら
宿

場
町
が
存
在
し
て
い
ま
し

た
。
そ
の
宿
場
町
は
い
ま
で

も
商
店
街
と
い
う
か
た
ち
で

残
っ
て
お
り
、
大
変
活
気
を

持
っ
た
状
態
で
保
た
れ
て
い

ま
す
。
住
民
の
方
は
こ
の
地

域
に
対
し
て
誇
り
を
持
っ
て

お
り
、
そ
う
い
っ
た
点
を
よ

く
理
解
し
た
う
え
で
信
頼
し

て
も
ら
え
る
行
政
を
目
指
そ

う
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

Ｑ
．
窓
口
を
拝
見
し
ま
し
た

が
、
ず
い
ぶ
ん
た
く
さ
ん
の

納
税
者
の
方
が
来
署
さ
れ
て

い
ま
す
ね
。

近
藤　

板
橋
区
の
面
積
は
23

区
内
で
９
番
目
の
広
さ
が
あ

り
、
所
得
税
の
申
告
件
数
は

23
区
内
で
最
も
多
い
と
い
う

特
徴
が
あ
り
ま
す
。「
申
告

を
忘
れ
て
い
た
」
な
ど
で
、

こ
の
時
期
で
も
訪
れ
る
方
は

結
構
な
数
に
上
り
ま
す
。

Ｑ
．
確
定
申
告
期
な
ど
は
、

さ
ぞ
や
窓
口
が
込
む
の
で
は
。

近
藤　

そ
う
で
す
ね
。
な
の

で
確
定
申
告
期
な
ど
は
、
並

ば
ず
に
申
告
を
行
え
る
国
税

電
子
申
告
・
納
税
シ
ス
テ
ム

「
ｅ-

Ｔ
ａ
ｘ
」
が
オ
ス
ス
メ

で
す
。

こ
れ
は
、
確
定
申
告
な
ど

の
各
種
手
続
き
を
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
こ
と

で
、
自
宅
や
職
場
か
ら
行
う

こ
と
が
で
き
る
と
い
う
も
の

で
す
。
確
定
申
告
期
は
ど
う

し
て
も
来
署
さ
れ
る
方
が
集

中
し
て
し
ま
い
ま
す
が
、
ｅ

-

Ｔ
ａ
ｘ
を
使
え
ば
全
く
並

ぶ
こ
と
な
く
申
告
を
行
え
ま

す
。
ま
た
、
納
税
証
明
書
な

ど
も
税
務
署
に
足
を
運
ぶ
こ

と
な
く
、
自
宅
か
ら
取
得
で

き
ま
す
。

さ
ら
に
税
務
署
で
も
事
務

負
担
量
が
減
る
た
め
に
、
税

所得税所得税のの申告件数申告件数がが １位 !!１位 !!
板橋税務署　近藤光夫署長に聞く

東京税理士会 板橋支部
税理士を依頼するなら、地域の我々に！

〒173-0014　東京都板橋区大山東町 40 番６号
朝日大山マンション 210 号

TEL：03-3962-3922　FAX：03-3961-9217
URL：http://www.itazei.jp/

ＡＴＭ全店365日稼動・入出金手数料０円 巣鴨信用金庫
板橋区内の12のネットワーク

板橋支店　　　板橋本町支店
常盤台支店　　志村支店
成増支店　　　東武練馬支店
幸町支店　　　板橋栄町支店
東新町支店　　高島平支店
新高島平支店　小竹向原支店

すがもの
カード
入出金
手数料

ＡＴＭ
365日

0円

“すがも”
のＡＴＭは、365日毎日
使えて、しかも入出金
手数料はいつでも０円。
『便利でお徳』

務
行
政
の
ス
リ
ム
化
を
図
っ

て
い
け
ま
す
。

い
ま
ま
で
も
普
及
拡
大
に

傾
注
し
て
ま
い
り
ま
し
た

が
、
今
後
さ
ら
に
署
の
全
力

を
挙
げ
て
い
こ
う
と
思
っ
て

い
ま
す
。

あ
と
窓
口
業
務
で
は
、
い

ま
１
つ
の
部
署
で
一
体
的
に

処
理
す
る
「
内
部
事
務
一
元

化
」
と
い
う
新
体
制
に
取
り

組
ん
で
い
ま
す
。

Ｑ
．
内
部
事
務
一
元
化
で
す

か
？

近
藤　

こ
れ
は
、
い
ま
ま
で

法
人
な
ら
法
人
課
税
部
門
、

個
人
な
ら
個
人
課
税
部
門
と

窓
口
が
分
か
れ
て
い
た
も
の

板
橋
区
は
中
山
道
や
川
越
街
道
な
ど
古
く
か
ら
の
街
道
が
現
存
し
、
活
気
あ
る
商

店
街
が
点
在
す
る
人
情
味
残
る
街
だ
。
高
島
平
団
地
を
は
じ
め
、
一
大
住
宅
地
で
も

あ
る
た
め
都
内
で
最
も
所
得
税
の
申
告
件
数
が
多
い
土
地
で
も
あ
る
。
そ
の
板
橋
区

全
域
を
管
轄
す
る
板
橋
税
務
署
は
、
都
営
地
下
鉄
板
橋
区
役
所
前
駅
か
ら
徒
歩
５
分

の
住
宅
街
に
あ
り
、
ふ
ら
り
と
訪
れ
る
こ
と
が
で
き
る
気
さ
く
な
署
。
納
税
者
の
利

便
性
向
上
の
た
め
に
さ
ま
ざ
ま
な
施
策
に
力
を
入
れ
て
い
る
と
い
う
板
橋
税
務
署
に

つ
い
て
、
近
藤
光
夫
署
長
に
話
を
聞
い
た
。（
敬
称
略
） 

【
本
紙
・
拝
田
梓
】

税
務
協
力
団
体
と
租
税
教
育
を
推
進

都
区
内

＜プロフィール＞
近藤　光夫（こんどう　みつお）
栃木県出身。北海道・浦河税務署長、東京国税不服審判所横浜支所審
判官、東京国税局資産評価官、東京国税局資産課税課長、東京国税局
訟務官室長を経て現職。趣味はウオーキングで、歴史ある旧街道を歩
くことを楽しみにしている。
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―主な活動は―
◆税や財政・企業経営などをテーマとした講演会やセミナーを開催して
います。
◆最新の税制や経営情報を提供しています。
◆様々な分野の経営者が集まって異業種交流を行っています。
◆充実した福利厚生制度により企業や従業員の安心をサポートします。

●入会のお申し込み・お問い合わせはお近くの法人会事務局までご連絡ください。
上記は法人会の標準的な活動を紹介しています。法人であれば規模、業種を問わず法人会にご加入いただけます。
会費はそれぞれの法人会によって異なります。

　法人会は、適正な申告納税をめざす企業の
間から生まれた団体です。
　地域経済の中核を担う中小企業の活性化に
つながる税制改正提言や、未来を担う子供達
に租税教育を行うなど、会員企業が自ら中心
となって様々な活動を展開し、地域社会のお
役に立ち信頼される存在になろうと努めてお
ります。

めざします。企業の繁栄と社会への貢献めざします。企業の繁栄と社会への貢献

全国法人会総連合会長
大橋　光夫

全法連は、約100万社の会員企業
41都道県に442の会を擁する団体です。

財団法人 全国法人会総連合

法人会では皆様のご参加をお待ちしています。

坂田税理士事務所
《パートナーシップで時代のニーズにお応えします》

坂田純一税理士事務所　〒173-0004東京都板橋区板橋3-63-5
TEL.03-3961-7354　FAX.03-3961-6118

坂田 稔 税理士事務所　〒174-0071東京都板橋区常盤台1-35-17
TEL.03-3968-8140　FAX.03-3968-8150

坂田 覚 税理士事務所　〒173-0005東京都板橋区仲宿54-6-202
TEL.03-3962-6164　FAX.03-3962-6190

税理士　榎本　稔
〒173-0004　東京都板橋区板橋１-35-９

MI ビル９階
TEL：03-3579-5550　FAX：03-3579-0852
E-mail　eno@tkcnf.or.jp
http://www.bizup.jp/member/emc

　ところで、一部マスコミ報道の中
には、マンション市場の活況が、消
費税増税議論の影響を受けていると
するものもある。だが、これについ
て専門家は「まだ何も決まっていな
い段階。駆け込み需要というには早
い」と指摘する。しかし、近いうち
にマンションの購入を考えている人
は、いまのうちから増税議論に気を
配っておきたいところだ。というの
も、マンションにかかる消費税の課
税時期は、〝契約時〞 ではなく 〝引
き渡し時〞。つまり、契約から引き
渡しまでの間に増税をまたぐと、増
税後の税率が適用される。そのため、
特に、高層マンションの購入を考え

ている人は要注意。高層マンション
の場合、契約から引き渡しまでの期
間が 〝年単位〞 になることも珍しく
ないため、増税をまたぐリスクが必
然的に高くなってしまう。〝増税議
論〞と 〝マンションの引き渡し時期〞
を両にらみし、慎重に購入計画を練
ることが必要だ。
　消費税の増税議論は先行きがまっ
たく見えない状況だが、マンション
の完成時期についてはおおむねの目
安をつけることが可能。「ワンフロ
アにつき１カ月かかるとみておけ

ば、ズレは少ない」（同）という。
　また、消費税の増税は、マンショ
ン販売業者にとっても 〝悩みの種〞。
建設中に増税をまたぐことで、「契
約のキャンセルが相次ぐ可能性も懸
念されている」（同）ようだ。
　今後のマンション市場について
前出の福田氏は、「現在市場に出
回っているマンションは、リーマン
ショックなどの影響を受けて工事が
ストップしていたものや、延期され
ていたもの。長らくマンションの着
工件数が下火になっていることか
ら、今後は需給のバランスが崩れる
ことが懸念される」という。リーマ
ンショック後に起きた着工件数の減

少が今後の発売戸数に反映されてく
るため、「マンションの値上がりも
十分に考えられる」（同）。
　「住宅取得資金の贈与税の非課税
制度」による非課税枠は、来年には
500 万円縮小されることが決まって
いるうえ、住宅エコポイント制度も
「今年中に着工したもの」に限られ
ている。加えて、「着工件数が少な
い時期の物件は、施行が安定してお
り、モノがいい」（同）と言われてい
るだけに、マンションはいまが一番
の買い時といえそうである。

　マンション市場がここへきて活況だ。都内の優良マンション物
件では 〝即日完売〞 というケースも珍しくなくなっているという
が、こうした活況を支えているのが、住宅の購入を後押しする 〝優
遇税制〞 の存在だ。従来からある「住宅ローン控除」に加え、昨
年の追加経済対策では「住宅取得資金の贈与税の非課税制度」が
導入され、住宅の需要喚起に一役買ったものとみられている。

▲

新
聞
の
折
り
込
み
チ
ラ
シ
は
減
っ
た
が
…税メリットが後押し

特集

　㈱不動産経済研究所がこのほど発
表した「首都圏のマンション市場動
向」によると、平成 22 年上半期に
おける首都圏のマンション発売戸数
は２万 171 戸で、昨年同時期に比
べ 27％増加している。また、上半
期に発売されたマンションのうち、
販売開始から 1 カ月以内に契約に
至った割合を示す 〝初月契約率〞 は
78.9％で、前年比 10.3 ポイントの増
加。さらに、上半期に発売されたマ
ンションのうち６月末までに契約に
至ったものの割合（累積契約率）は
88％で、前年比 9.3 ポイントの増加
となった。初月契約率が 70％を超
えると 〝活況〞 といわれるマンショ
ン市場だけに、ここへきて市場が大
きく持ち直していることが分かる。
　市場が回復基調にある理由につい
て同研究所の福田秋生企画調査部長
は、「住宅ローンの金利が低いのが
最も大きな要因。また、立地の良い
マンションが多かったこと、住宅税

制や住宅エコポイントなど政策の影
響もある」と話す。
　福田氏が指摘するように、マン
ション市場の活況には、住宅優遇税
制の存在が大きく影響している。
　住宅優遇税制と聞いて真っ先に思
い出すのが、同 22 年度税制改正で
大幅に拡充された「住宅取得資金の
贈与税の非課税制度」。直系尊属か
ら住宅取得資金の贈与を受けた場
合、一定の要件を満たしていれば、
最大で 1500 万円（同 23 年中の贈与
については 1千万円）までの全額に
ついて贈与税が非課税となる制度で
ある。贈与税の暦年課税の基礎控除
額（110 万円）または相続時精算課税
制度の特別控除額（2500 万円）と
のダブル適用が可能となっており、
減税効果は極めて高い。同 21 年分の
贈与税申告では、同税制の適用を選
択した申告が４万１千件にも上って
おり、住宅の新規需要喚起に一定の
効果を上げたものとみられる。

低金利、減税など複合要因

消費税アップ議論も影響？

首都圏マンション首都圏マンション

売れ行き好調売れ行き好調

税メリット税メリットがが後押し後押し
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ＴＡＸ・経営プチ解説ＴＡＸ・経営プチ解説

〒173-0012　板橋区大和町１-１-201

電子申告（e-Tax、eLTAX）実践

マルチディスプレイ、ペーパーレスオフィス

田中良幸税理士事務所

タックス１番！
http://tax1ban.jp

クリック！

板橋区エリア版 特別号外

税理士　野口　一夫
税理士　清水　博之
税理士　吉澤友紀子
〒173-0004　東京都板橋区板橋２-64-５

サンホワイトビル４階
TEL：03-3579-0767　FAX：03-3579-0667
URL：http://www.kaikei-home.com/mirai

税理士法人 未来総合会計事務所

東京商工会議所入会のご案内

お問い合わせ：東京商工会議所 板橋支部 ☎03-3964-1711
板橋区板橋３-９-７板橋センタービル８階

中小企業経営者の皆さま！
その悩み、東京商工会議所が

解決をお手伝いします！

事業資金を調達したい
新規取引先を開拓したい
インターネットで販路拡大したい
新卒・中途人材を採用したい

社員の育成をしたい
経費削減、コストダウンしたい
共済でもしもの時に備えたい…

http://www.tokyo-cci.or.jp/itabashi/

税務・財務情報に特化して 60年超―。
信頼と実績のエヌピー通信社が満を持して、
35年ぶりに新創刊する経営・税務情報月刊紙！
会計事務所のアーカイブ資料としてはもちろん、中小企業
のオーナー社長必読の経営（資金繰り、経営改善、社保・年金、
関連法令情報など）と税務（事業承継、相続税、法人税対
策情報など）の「詳報」が満載 !!

※『社長のミカタ』は顧問先・関与先企業様への配布ツールとしてもご活用いただけます。詳しくはお問い合せください。

TEL：0120-074-601/03-3971-0114（直通）

毎月 28日付・タブロイド判・12頁建以上
年間購読料 9,000 円（送料・消費税込）

お問い合せ エヌピー通信社　事業企画課
〒171-8558 豊島区南池袋 3-8-4

創刊３号目で早くも

26000部突破!!
創刊３号目で早くも

26000部突破!!

オフィスにパソコン・１人１台が、もはや当た
り前の時代だ。しかし、パソコンはパソコンだけ
では仕事ができない。各種ソフトウエアを入れて
こそのパソコンだ。
パソコンを買ったとき、最初から付いてくるソ
フトだけで足りるということはまずない。業種に
よっては、特殊で高額なソフトウエアが必要にな
ることもある。また、会社によってはソフトウエ
アを自作するということもあるだろう。
ソフトウエアは、減価償却資産（無形固定資産）
だが、取得価額は購入したのか自社で制作したの
かで異なる。
ソフトウエアを購入した場合の取得価額は、「購

入の代価＋購入に要した費用＋事業の用に供する
ために直接要した費用」になる。
ソフトウエアの導入にあたって必要とされる設
定作業、自社の仕様に合わせるために行う付随的
な修正作業などの費用の額が、取得価額に算入さ
れるわけだ。
ソフトウエアを自作した場合は、「製作などに
要した原材料費・労務費・経費の額＋事業の用に
供するために直接要した費」が取得価額とされ
る。
ただし、①製作計画の変更などにより、いわゆ
る「仕損じ」があったため不要となったことが明
らかであるものに係る費用②研究開発費（自社利
用のソフトウエアについては、その利用により将
来の収益獲得または費用削減にならないことが明
らかであるものに限る）③製作などのために要し

個人事業主にとって、自分の販売する商品や事
業用資産をちょっとばかり私用で使ったり消費す
るというのはよくある話。
このように、個人事業者が棚卸資産や、事業用
に使っていた棚卸資産以外の資産を家事のために
消費したり、使用したりすることを税務上では「自
家消費」といわれている。
「自家消費」は自由度が高い個人事業者ならで
はの〝特典〟ともいえるが、このような個人事業
者の自家消費は、消費税において原則とは異なっ
た取り扱いがされているので気を付けたいところ
だ。
消費税は、実際に受領した課税資産の譲渡など

の対価が課税標準となるのが原則。
しかし、対価を得ない取引でも、対価を得て行
う資産の譲渡と見なして課税される場合や、一定
の取引でその対価の額が時価に比べて著しく低い
場合にはその時価を対価の額と見なして課税され
る場合もある。
その具体例として挙げられるのが、個人事業者
の自家消費と法人がその役員に対して行う資産の
贈与および著しく低い価額による譲渡だ。
個人事業者が棚卸資産などを自家消費した場合
には、その自家消費した資産の消費もしくは使用
した時点の資産の価額、すなわち時価に相当する
金額を課税標準と見なして課税されることになっ
ている。
ただし、その棚卸資産の仕入価額以上の金額
で、しかも、通常ほかに販売する価額のおおむね
50％に相当する金額以上の金額を対価の相当額と
して確定申告した場合は、その申告での取り扱い
が認められるので覚えておきたい。

た間接費、付随費用などで、その合計額が少額（製
作原価のおおむね３％以内）であるもの――これ
らの費用は取得価額に含めないことができる。
ソフトウエアの耐用年数は、複写して販売する
ための原本、および研究開発用のものは「３年」。
そのほかのものは「５年」だ。

「創立 50 周年」など節目のタイミングで、社
員に対して創立記念品を支給するケースは珍しく
ない。
企業がもっぱら従業員の慰安のために行う運動
会、演芸会、旅行などのために通常要する費用に
ついては、その運動会、演芸会、旅行などが全社
員を対象としていることなどを条件に、交際費で
はなく福利厚生費として取り扱うことが可能とさ
れている。
また、創立記念、増資記念、工事完成記念また
は合併記念などに際して、その記念として支給す

る記念品のうち、①社会通念上、記念品としてふ
さわしいものであり、その価額が１万円以下のも
の②創立記念のように一定期間ごとに到来する
〝記念〟に際して支給する記念品については、お
おむね５年以上の期間ごとに支給するもの――と
いった２つの条件を満たしているものについて
も、その購入費用を福利厚生費として損金の額に
算入することができるとされている（法人税基本
通達 36-22）。
ところで、現時点で在籍している従業員に対し
てだけでなく、定年退職者で組織されるＯＢ会な
どの在籍者に対してもこうした記念品を配るケー
スは少なくない。この場合、「元従業員」に対し
て支給される記念品についてはどうなるのだろう
か。
これについて国税庁は、「元従業員にいわば一
律に支給される創業記念品については、従業員と
同様に取り扱うことが相当」であることを明確化
している。
一方、「一律に支給」「高額でない」といった条
件を満たしている創立記念品であっても、関連会
社や取引先の社員などに支給された場合、その購
入費用は交際費となってしまう。

創立記念品を支給
「元従業員」でも損金

自家消費した商品
消費税に例外あり

ソフトの取得価額
買うか自作かで差

▲
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緊急セミナー開催！
相続税増税・資産デフレにどう対応するか？

●家賃・地価下落に対応する現実的な方法とは？
●小規模宅地の特例改正による増税の脅威への対応策は？

日時：平成 22 年 10 月１日（金）午後１時から
場所：千代田区平河町２-７-５　砂防会館別館

税理士法人タクトコンサルティング　　　　株式会社タクトコンサルティング
〒100-6216　東京都千代田区丸の内 1-11-1 パシフィックセンチュリープレイス丸の内 16F
お申し込み・お問い合わせ：Tel.03-5208-5400　　Fax.03-5208-5490　　URL.  http://www.tactnet.com/

▲

詳しくはこちら　http://www.tactnet.com/contents/seminar/seminar.html

参加費
無料

土
地
資
産
家
を
取
り
巻
く
状
況

土
地
資
産
家
の
多
く
は
、
土
地
が
滅

失
し
な
い
資
産
と
考
え
、
保
有
し
て
い

る
。
し
か
し
地
価
下
落
に
よ
り
、
ほ
か

の
資
産
と
比
べ
有
利
と
も
い
え
な
い
状

況
だ
。
実
際
、
バ
ブ
ル
崩
壊
以
降
、
日

本
の
地
価（
住
宅
地
）は
公
示
地
価
ベ
ー

ス
で
、
平
成
４
年
以
降
、
14
年
間
下
が

り
続
け
た
。
同
18
年
に
や
や
持
ち
直
す

も
、
同
21
年
か
ら
再
び
下
落
傾
向
を
見

せ
て
い
る
状
況
だ
（
図
参
考
）。
今
後
、

地
価
が
下
が
る
な
ら
、
仮
に
同
じ
資
産

規
模
を
維
持
す
る
た
め
に
は
、
値
下
が

り
し
な
い
資
産
へ
の
組
み
替
え
も
必
要

に
な
っ
て
く
る
と
い
え
る
。

稼
動
・
利
用
し
て
い
な
い
土
地
や
家

屋
が
増
え
る
の
も
、
土
地
資
産
家
に

と
っ
て
は
、頭
の
痛
い
問
題
だ
。
実
際
、

未
利
用
の
空
地
が
増
加
傾
向
に
あ
る
と

さ
れ
る
（
平
成
18
年
７
月
国
土
審
議
会

土
地
政
策
分
科
会
企
画
部
会
・
低
・
未

利
用
地
対
策
検
討
小
委
員
会
中
間
と
り

ま
と
め
な
ど
）。
空
家
も
増
加
傾
向
だ
。

東
京
・
大
阪
な
ど
の
都
心
通
勤
圏
で
個

人
所
有
の
空
家
が
63
・
４
％
と
な
っ
て

い
る（
平
成
17
年
３
月
国
土
交
通
省「
空

家
実
態
調
査
報
告
書
」）。
ま
た
個
人
所

有
の
空
家
の
う
ち
貸
家
は
55
・
９
％
、

持
ち
家
な
ど
の
空
家
は
７
・
５
％
。
東

京
・
大
阪
の
２
大
都
市
に
限
る
と
、
個

人
保
有
の
空
家
は
64
・
２
％
。
空
家
保

有
の
個
人
の
年
齢
を
み
る
と
、
60
歳
以

上
が
67
・
８
％
に
上
り
、
増
加
傾
向
に

あ
る
と
い
う
。
特
に
２
大
都
市
部
で
は

69
％
と
増
加
し
て
い
る
状
況
だ
。

し
か
も
、
高
齢
者
が
保
有
す
る
「
稼

動
・
利
用
し
な
い
資
産
」
は
、
相
続
税

の
問
題
に
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
。
た

と
え
ば
、
相
続
税
の
小
規
模
宅
地
の
評

価
減
の
特
例
へ
及
ぼ
す
影
響
。
同
特
例

は
、
被
相
続
人
の
事
業
用
地
や
居
住
用

地
を
相
続
人
ら
が
相
続
す
る
場
合
に
一

定
要
件
の
下
、
そ
の
土
地
の
評
価
額
が

最
大
８
割
減
額
さ
れ
る
租
税
特
別
措
置

だ
。
反
対
に
、
跡
継
ぎ
の
相
続
人
が
実

際
に
事
業
用
と
し
て
活
用
し
な
か
っ
た

り
、
住
ま
な
か
っ
た
り
し
た
場
合
は
、

「
減
額
０
」
と
な
っ
て
し
ま
う
。
今
回

の
改
正
で
は
、
相
続
人
が
利
用
し
て
い

る
か
ど
う
か
厳
格
に
判
定
さ
れ
る
よ
う

に
な
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
今
後
相
続
税
の
増
税
は
、

次
の
よ
う
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
進
め
ら

れ
る
と
み
ら
れ
て
い
る
。
相
続
税
の
見

直
し
の
理
由
は
格
差
是
正
だ
。

①
平
成
23
年
度
税
制
改
正
＝
格
差
是
正

の
観
点
で
、
相
続
税
の
課
税
ベ
ー
ス
、

税
率
構
造
の
見
直
し

• 

格
差
が
固
定
化
し
な
い
社
会
の
構
築

や
課
税
の
公
平
性
に
配
慮
…（
大
綱
）

• 

相
続
税
の
課
税
方
式
の
見
直
し
↓
遺

産
課
税
方
式
へ
（
民
主
党
政
策
集

２
０
０
９
）

②
番
号
制
度
の
導
入

収
益
性
の
良
く
な
い
土
地
、
た
と
え

ば
貸
宅
地
な
ど
は
、
実
際
の
処
分
価
格

に
比
べ
相
続
税
評
価
額
が
高
い
と
い
わ

れ
る
。
高
く
売
り
に
く
い
貸
宅
地
に
よ

り
、
高
い
相
続
税
が
か
か
っ
て
、
ほ
か

の
優
良
資
産
で
納
税
す
る
と
な
る
と
も

は
や
本
末
転
倒
に
な
ろ
う
。
土
地
資
産

家
に
と
っ
て
は
、
何
を
残
す
か
「
選
択

と
集
中
」が
重
要
に
な
っ
て
い
る
の
だ
。

「
選
択
と
集
中
」
に
は
、
収
益
を
生

む
優
良
な
財
産
と
、
税
金
や
経
費
ば
か

り
か
か
る
不
良
資
産
と
を
区
別
す
る

「
財
産
の
た
な
卸
し
」
が
必
須
で
あ
る
。

収
益
を
生
ま
な
い
不
動
産
で
、
な
お
か

つ
相
続
税
の
評
価
額
が
実
情
よ
り
も
高

く
評
価
さ
れ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
財

産
で
は
、
も
は
や
不
良
資
産
と
さ
え
い

え
る
だ
ろ
う
。

資
産
リ
ス
ト
ラ
の
す
す
め

不
動
産
は
固
定
資
産
税
や
都
市
計
画

税
も
か
か
る
。
何
も
利
用
さ
れ
て
い
な

い
土
地
の
場
合
に
は
、
固
定
資
産
税
な

ど
は
経
費
に
な
ら
ず
、
土
地
資
産
家
の

可
処
分
所
得
（
税
引
き
後
）
か
ら
支
払

わ
れ
て
い
る
。
未
利
用
の
土
地
は
金
食

い
虫
な
の
で
あ
る
。
土
地
資
産
家
の
気

持
ち
と
し
て
は
、「
あ
の
人
は
土
地
を

売
っ
て
し
ま
っ
た
」
と
い
う
こ
と
を
親

戚
や
周
囲
か
ら
言
わ
れ
た
く
な
い
。
ま

さ
に
土
地
そ
の
も
の
に
、
し
が
ら
み
が

あ
る
だ
ろ
う
。

し
か
し
、
相
続
を
受
け
る
子
供
た
ち

に
と
っ
て
は
収
益
を
生
ま
な
い
、
ま
た

は
低
い
不
動
産
は
不
良
資
産
で
あ
る
。

こ
う
し
た
土
地
は
思
い
切
っ
て
資
産
リ

ス
ト
ラ
す
る
こ
と
も
視
野
に
入
れ
る
べ

き
だ
。
リ
ス
ト
ラ
で
得
た
資
金
は
、
別

の
好
条
件
の
保
有
土
地
の
活
用
に
投
入

し
て
い
く
と
、
資
産
全
体
の
運
用
効

率
が
ア
ッ
プ
す
る
。
固
定
資
産
税
な

ど
で
資
金
の
流
失
を
心
配
す
る
よ
り
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ
を
生
む
資
産
に
投
資
す
る

こ
と
で
、
手
取
り
の
現
金
を
潤
沢
に
で

き
る
の
で
あ
る
。

貸
宅
地
リ
ス
ト
ラ
で
成
功
事
例

貸
宅
地
を
資
産
家
自
ら
権
利
調
整

し
、
買
い
戻
し
な
ど
を
行
っ
て
売
り
や

す
い
不
動
産
と
し
て
「
商
品
」
レ
ベ
ル

に
す
る
の
は
難
し
い
。
貸
宅
地
な
ど
を

権
利
調
整
し
て
「
売
れ
る
不
動
産
」
に

再
生
す
る
プ
ロ
「
㈱
サ
ン
セ
イ
ラ
ン

デ
ィ
ッ
ク
（
代
表
取
締
役
＝
松
﨑
隆
司

氏
）」
に
よ
る
と
、「
地
主
さ
ん
ひ
と
り

で
貸
宅
地
問
題
の
解
消
に
取
り
組
ん
で

も
、
時
間
と
労
力
に
多
大
な
負
担
が
か

か
り
大
変
で
す
。
経
験
と
実
績
あ
る
プ

ロ
に
任
せ
た
ほ
う
が
、
よ
り
早
く
、
資

産
リ
ス
ト
ラ
が
行
え
ま
す
」
と
い
う
。

そ
こ
で
同
社
が
手
が
け
た
大
都
市
圏

の
貸
宅
地
の
ケ
ー
ス
を
紹
介
す
る
。
元

の
状
況
は
次
の
通
り
。

•
地
積
＝
約
２
千
坪（
ほ
ぼ
底
地
の
み
）

•
借
地
人
＝
60
人

•
管
理
＝
自
ら
毎
月
末
に
集
金

•
状
況
＝
資
産
整
理
の
た
め
、
借
地
人

に
対
し
て
地
主
自
ら
交
渉
は
し
て
い
た

が
う
ま
く
進
行
せ
ず
。
借
地
権
の
買
い

戻
し
が
で
き
た
箇
所
は
、
小
規
模
の
ア

パ
ー
ト
を
建
て
る
な
ど
し
て
い
た
。

「
こ
の
ケ
ー
ス
は
仲
介
業
者
を
通
じ

て
、
地
主
さ
ん
が
当
社
に
貸
宅
地
を
売

却
さ
れ
た
ケ
ー
ス
で
す
。
地
主
さ
ん

は
、
売
却
資
金
で
、
ア
パ
ー
ト
の
建
て

替
え
や
ビ
ル
の
購
入
を
し
ま
し
た
。
ま

た
、
借
地
権
の
買
い
戻
し
の
費
用
に
充

て
て
ロ
ー
ド
サ
イ
ド
の
土
地
を
飲
食
店

や
コ
ン
ビ
ニ
に
定
期
借
地
権
で
貸
す
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。
結
果
、
土
地
の
面

積
は
７
割
減
っ
た
が
、
賃
料
収
入
は
３

倍
に
な
り
ま
し
た
」（
㈱
サ
ン
セ
イ
ラ

ン
デ
ィ
ッ
ク
）
と
い
う
。

ま
た
、
底
地
は
地
主
自
ら
管
理
し
て

い
た
が
、
ビ
ル
や
定
期
借
地
に
し
て
管

理
会
社
に
全
面
的
に
任
せ
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
り
、
管
理
の
労
力
が
か

な
り
軽
減
さ
れ
た
。

注
目
し
た
い
の
は
、
リ
ス
ト
ラ
ま
で

の
時
間
で
あ
る
。
地
主
が
自
分
で
借
地

人
と
交
渉
な
ど
を
し
て
い
た
と
き
は
５

年
か
か
っ
て
も
事
態
は
打
開
し
な
か
っ

た
が
、
同
社
が
着
手
す
る
と
約
１
年
半

で
権
利
調
整
を
完
了
さ
せ
た
。

㈱
サ
ン
セ
イ
ラ
ン
デ
ィ
ッ
ク
に
よ
る

と
、「
高
齢
な
借
地
人
が
多
く
借
地
権

の
買
い
戻
し
が
多
く
あ
り
ま
し
た
」。

借
地
権
の
買
い
戻
し
は
、
売
れ
る
土
地

に
す
る
有
効
な
手
段
だ
が
、
地
主
が
そ

の
費
用
を
捻
出
す
る
こ
と
は
難
し
い
の

が
実
情
。
ま
た
、
借
地
権
売
却
後
の
借

地
人
の
移
転
先
が
一
番
ネ
ッ
ク
に
な
る

こ
と
が
多
い
と
い
う
。

そ
こ
で
同
社
は
、
借
地
人
の
要
望
に

応
じ
て
、
住
み
替
え
の
手
配
を
実
施
。

多
く
の
借
地
人
か
ら
「
売
却
資
金
で
所

有
権
の
住
宅
を
取
得
で
き
た
。
借
地
と

い
う
不
安
定
な
権
利
か
ら
、
土
地
建
物

す
べ
て
自
己
所
有
と
す
る
こ
と
に
よ
り

将
来
の
不
安
が
解
消
さ
れ
た
」
と
喜
ば

れ
た
と
い
う
。

地
主
が
貸
宅
地
を
整
理
す
る
際
、
不

動
産
業
者
な
ど
が
交
渉
を
行
っ
て
い
る

こ
と
が
多
い
。
だ
が
借
地
問
題
に
精
通

し
て
い
な
い
業
者
だ
と
交
渉
が
う
ま
く

い
か
な
か
っ
た
り
、
地
主
と
借
地
人
と

の
関
係
が
悪
化
し
た
り
と
、
か
え
っ
て

問
題
解
決
か
ら
遠
ざ
か
る
な
ど
、
後
々

禍
根
を
残
す
こ
と
も
あ
る
。

事
例
で
は
な
い
が
、
借
地
人
が
多
い

貸
宅
地
、
契
約
書
が
な
い
よ
う
な
貸
宅

地
、道
路
付
け
の
悪
い
貸
宅
地
な
ど
は
、

も
と
も
と
売
れ
な
い
資
産
で
あ
る
。
貸

宅
地
の
処
分
は
、
相
続
税
評
価
額
で
と

い
う
わ
け
に
は
い
か
な
い
が
、
逆
に
時

間
を
買
う
こ
と
で
も
あ
る
。
不
良
資
産

を
抱
え
た
ま
ま
な
ら
、
相
続
税
の
増
税

に
対
応
す
る
た
め
優
良
資
産
で
納
税
す

る
事
態
を
座
し
て
待
つ
か
、
そ
れ
と
も

リ
ス
ト
ラ
し
て
新
た
に
投
資
家
と
し
て

生
き
残
る
か
、
土
地
資
産
家
と
し
て
ど

う
す
べ
き
か
、
考
え
る
べ
き
と
き
が
来

て
い
る
。

　

土
地
資
産
家
に
厳
し
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。
た
と
え
ば
地
価
動
向
だ
。
こ
こ
へ
き
て
、
再
び
地
価
下
落
の
気
配
が
濃
厚

に
な
っ
て
い
る
。
一
方
、
格
差
是
正
の
た
め
相
続
税
を
課
税
強
化
す
る
方
向
が
着
々
と
進
行
。
土
地
資
産
家
に
と
っ
て
は
、

優
良
な
資
産
を
残
し
て
い
く
た
め
に
問
題
の
あ
る
資
産
を
リ
ス
ト
ラ
す
る
覚
悟
も
必
要
に
な
っ
て
い
る
状
況
だ
。
今
回
は
、

土
地
資
産
家
を
め
ぐ
る
状
況
を
分
析
す
る
と
共
に
、
リ
ス
ト
ラ
成
功
事
例
を
紹
介
す
る
。 

（
資
産
税
問
題
研
究
班
）

【図】主な都市における住宅地平均価格の推移

土地資産家土地資産家
必見！
貸
宅
地
をを
上
手
上
手
にに

リ
ス
ト
ラ
す
る
す
る
方
法
方
法


